
 
 

施策目標２－４－１ 

平成２８年度実施施策に係る事前分析表 

（文部科学省 28-2-4） 

施策名 健やかな体の育成及び学校安全の推進 

施策の概要 

児童生徒が心身ともに健やかで安全に成長していくことができるよう、

学校・家庭・地域が連携して心身の健康と安全を守ることのできる体制

の整備を推進するとともに、児童生徒が自らの心身の健康を育み、安全

を確保することのできる基礎的な素養の育成を図る。 

 

達成目標１ 児童生徒の心身の健康課題を改善する。 

達成目標１の 

設定根拠 

多様化・深刻化している子供の現代的な健康課題を解決するためには、学校保健
に関する学校内の組織体制の整備を図るとともに、学校、家庭、地域社会が連携し
て、社会全体で子供の健康づくりに取り組んでいくことが重要であり、学校保健安
全法や中央教育審議会答申、第四次薬物乱用防止五か年戦略等を根拠とした保健教
育と保健管理を推進していく必要があるため。 

成果指標 

（アウトカム） 

基準値 実績値 目標値 

16 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

①保健学習推進委員

会報告書における

健康は幸せな生活

を送るために重要

だと考えている児

童生徒の割合 

高 3 

90.0％ 
－ － － － － 

高 3 

95.0％ 
年度ごとの
目標値 

－ － － － －  

目標値の設
定根拠 

自己や他者の健康の保持増進を図ることができる能力の養成は学校保健の重要な目
的の一つであり、中央教育審議会答申（平成二十年一月十七日）においても「子供
は守られるべき対象であることにとどまらず、学校において、その生涯にわたり、
自らの心身の健康を育み、安全を確保することのできる基礎的な素養を育成してい
くことが求められる。」と提言されている。児童生徒が心身の健康課題の改善を自ら
図れるようになるためには、まずは日常生活における健康の重要性を認識する必要
があり、健康は幸せな生活を送るために重要だと考えている児童生徒の割合を高め
るよう取り組む必要がある。（保健学習推進委員会報告書とは、は公益財団法人日本
学校保健会が 6 年に 1 度実施※する「保健学習の推進上の課題を明らかにするため
の実態調査」(文部科学省補助事業)の成果報告書。平成 16 年度 4,259／4,732 人） 
（※）平成 22 年度は 91.7% 

成果指標 

（アウトカム） 

基準値 実績値 目標値 

18 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

②薬物等に対する意

識等調査報告書に

おける薬物乱用に

対する考え方で、

「絶対に使うべき

でないし許される

ことではない」と答

える割合 

小 6 
91.9% 
中 3 
87.6% 
高 3 
81.7% 

－ 

小 6 
94.2％ 
中 3 

89.6％ 
高 3 

88.7％ 

－ － － 

小 6 
100％ 
中 3 
100％ 
高 3 
100％ 

年度ごとの
目標値 

－ 

小 6 
95％ 
中 3 
90％ 
高 3 
90％ 

－ － －  

目標値の設
定根拠 

第四次薬物乱用防止５か年戦略（期間：平成 25 年 8月～平成 30 年 7月）において、
学校における薬物乱用防止教育及び啓発の充実強化が目標の一つとなっており、児
童生徒自ら依存性薬物を使用するきっかけそのものを除いたり、きっかけとなる誘
因を避ける、あるいは拒絶することができるように薬物乱用防止教室を開催し、薬
物乱用防止に関する適切な考え方や知識を身に付けさせる必要がある。 
Ｈ18 年度 [小 6]4,021／4,374 人、[中 3]3,810／4,350 人、[高 3]2,400／2,936 人  
Ｈ24 年度 [小 6]8,159／8,659 人、[中 3]8,097／9,040 人、 [高 3]8,814／9,930
人 



 
 

施策目標２－４－２ 

成果指標 

（アウトカム） 

基準値 実績値 目標値 

20 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

③薬物乱用防止教室

の開催率（公立中学

校・高等学校・中等教

育学校） 

61.4％ 86.3％ 87.1％ 88.1％ 92.6％ 93.4％ 100％ 

年度ごとの
目標値 

85.0％ 90.0％ 90.0％ 90.0％ 95.0％  

目標値の設
定根拠 

第四次薬物乱用防止５か年戦略において、学校における薬物乱用防止教育及び啓発
の充実強化が目標の一つとなっており、児童生徒自ら依存性薬物を使用するきっか
けそのものを除いたり、きっかけとなる誘因を避ける、あるいは拒絶することがで
きるように薬物乱用防止教室を開催し、薬物乱用防止に関する適切な考え方や知識
を身に付けさせる必要がある。 
H20 年度（5,946／9,683 校）、H23 年度（11,426／13,244 校） 
H24 年度（11,561／13,279 校）、H25 年度（11,874／13,479 校） 
H26 年度（12,429／13,426 校）、H27 年度（12,222／13,080 校） 

活動指標 

（アウトプット） 

基準値 実績値 目標値 

20 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

①学校保健委員会の

設置率 

85.7％ 90.7％ 91.6％ 92.6％ 94.1％ 95.0％ 100％ 

年度ごとの

目標値 
90.0％ 95.0％ 95.0％ 95.0％ 95.0％  

目標値の設

定根拠 

第 2期教育振興基本計画に、学校保健に係る教職員の資質・能力の向上及び学校医・

学校歯科医・学校薬剤師等の活用促進を図るとともに，体育・保健体育などの教科

学習を中核として学校の教育活動全体を通じた体系的な保健教育を充実する、とあ

り、その実現のために、学校保健委員会の設置率の向上を目指し，学校，家庭及び

地域の医療機関等との連携による保健管理等を推進する必要がある。 
H20 年度（31,741／37,055 校）、H23 年度（30,894／34,077 校） 
H24 年度（32,562／35,550 校）、H25 年度（32,471／35,072 校） 
H26 年度（32,691／34,748 校）、H27 年度（32,754／34,486 校） 

活動指標 

（アウトプット） 
 

②学校、家庭、地域の

医療機関の連携が密

に図られている学校

保健活動の好事例 

基準 －年度 － 

進捗状況 

25 年度 

岡山県における好事例 

子供の健康課題を六つに整理し、それぞれ関係部局との連携の下、研修

会や学校への講師派遣等を行い、学校・家庭・地域が一体となって取組

を推進した。また、「健康おかやま２１」などの県の指標に照らして、こ

れらの取組に対する評価を適切に行い、着実に成果を上げている。 

26年度 

香川県における好事例 
「メンタルヘルス」、「生活習慣病」、「スポーツ外傷」といった地域にお
ける児童生徒等の健康課題に対応するため、地域の専門医・専門機関と
連携を図り、教職員や保護者等を対象とした研修会・講演会等を実施し
た。また、学校保健委員会に加え、地域における各学校共通の健康課題
について協議を行う地域学校保健委員会の開催を促進し、専門医等を派
遣するなどの支援を行ったことで、連携体制の構築と課題解決に向けた
取組の充実が図られた。 

27 年度 

福島県 
県の喫緊の課題である「肥満対策」について、会津地域を指定地域とし
て、平成 26 年度から継続して健康課題の解決のための取組（パンフレッ
ト作成、提言作成等）を進めるとともに、県に調査・分析チームを設置
し、会津地域での取組と連携をさせた上で、県内児童生徒の肥満傾向の
調査・分析や学校における対応を明確にして、県内全域への普及を図る
など、地域の特性や実態を踏まえた対応や組織体制の整備について取り
組んだ。 

目標 毎年度 好事例の創出 

目標の 

設定根拠 

近年、子供の健康課題は多様化しており、学校、家庭、地域の連携の下に組織的に

支援する必要性が高まっている。学校保健安全法第１０条においても「学校におい

ては、救急処置、健康相談又は保健指導を行うに当たっては、必要に応じ、当該学

校の所在する地域の医療機関その他の関係機関との連携を図るよう努めるものとす



 
 

施策目標２－４－３ 

る。」と規定されており、学校保健委員会（学校、家庭、地域の専門機関等が連携し

て学校における健康課題を協議し、健康づくりを推進するための組織）を含めた関

係機関との連携は児童生徒の健康課題を改善するに当たって大変重要である。 

参考指標 
基準値 実績値 

 

17 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

①むし歯（う歯）の罹

患率（小学校・中学

校・高等学校） 

小学校 

68.2% 

中学校 

62.7% 

高等学校 

72.8% 

小学校 

57.2% 

中学校 

48.3% 

高等学

校 

58.5% 

小学校 

55.8% 

中学校 

45.7% 

高等学校 

57.6% 

小学校 

54.1% 

中学校 

44.6% 

高等学校 

55.1% 

小学校 

52.5% 

中学校 

42.4% 

高等学校 

53.1% 

小学校 

50.8% 

中学校 

40.5% 

高等学校 

52.5% 

参考指標 
基準値 実績値 

 

18 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

②肥満傾向児の出現

率（小学校・中学校・

高等学校） 

小 6 

10.9% 

中 3 

10.2% 

高 3 

11.3% 

小 6 

8.8% 

中 3 

8.0% 

高 3 

8.0% 

小 6 

9.3% 

中 3 

7.9% 

高 3 

9.6% 

小 6 

9.4% 

中 3 

7.9% 

高 3 

9.4% 

小 6 

9.4% 

中 3 

7.9% 

高 3 

9.5% 

小 6 

8.9% 

中 3 

7.6% 

高 3 

9.0% 

施策・指標に関するグラフ・図等 

成果指標③：薬物乱用防止教室の開催率（公立中学校・高等学校・中等教育学校）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：文部科学省調べ『薬物乱用防止教室実施状況調査』 

 

 

参考指標①：むし歯（う歯）の罹患率（小学校・中学校・高等学校） 
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施策目標２－４－４ 

参考指標②：肥満傾向児の出現率（小学校・中学校・高等学校） 

 
 

 出典：文部科学省『学校保健統計調査』（H23 年度～H27 年度） 

達成手段 

（事業） 

名 称 

（開始年度） 

平成 28 年度当初予算額 
（平成 27 年度予算額） 

【百万円】 
AP との関係 行政事業レビューシート番号 

がんの教育総合支援事業 

（学校保健推進事業の一部） 

（平成 26 年度） 

32 

（15.9） 
－ 0075 

薬物乱用防止教育等推進事業 

（学校保健推進事業の一部） 

（平成 11 年度） 

16.6 

(22.2) 
－ 0075 

児童生徒の心と体を守るための 

啓発教材の作成 

（学校保健推進事業の一部） 

（平成 17 年度） 

35.4 

(69.8) 
－ 0075 

児童生徒の現代的健康課題への 

対応事業 

（学校保健推進事業の一部） 

（平成 17 年度） 

40.7 

(56.5) 
－ 0075 

健康教育関係調査費等 

（学校保健推進事業の一部） 

（平成 19 年度） 

16.2 

(16.2) 
－ 0075 

日本学校保健会補助 

（昭和 48 年度） 

40.6 

(45.1) 
－ 0079 

公認心理師法案施行事務費 

（学校保健推進事業の一部） 

（平成 27 年度） 

17.7 

(22.2) 
－ 0075 

達成手段 

（諸会議・研修等） 

名 称 

（実施年度） 
概 要 

担当課 

（関係課） 

健康教育行政担当者連絡

協議会 

（毎年度） 

都道府県及び指定都市教育委員会の指導主事等を対象に、健康教育に関す

る諸問題について、連絡や協議する会議。 

健康教育・食

育課 

学校保健全国連絡協議会 

（平成 20 年度） 

都道府県及び指定都市教育委員会の指導主事等を対象に、学校保健の課題

について行政説明を行い、課題の共有を図るとともに、文部科学省の委託

事業を活用した実践内容についての発表等を行い、事業成果の普及及び学

校保健の充実を図る。 

健康教育・食

育課 

8.81 9.32 9.37 9.44 8.91
7.96 7.9 7.85 7.93 7.55

9.67 9.55 9.35 9.48 8.99

4

6

8
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12

H２３ H２４ H２５ H２６ H２７

出
現

率
（

％
）

肥満傾向児の出現率

小学6年生

中学3年生

高校3年生



 
 

施策目標２－４－５ 

都道府県・指定都市スポー

ツ・健康教育・青少年主管

課長会議 

（毎年度） 

都道府県及び指定都市教育委員会のスポーツ・健康教育・青少年主管課長

等を対象に、文部科学省の事業や諸問題につき、説明・周知をする会議。 

スポーツ庁政

策課 

（健康教育・

食育課、他） 

都道府県私立学校主管部

課長会議 

（毎年度） 

都道府県の私立学校主管部課長等を対象に、文部科学省の事業や諸問題に

つき、説明・周知をする会議。 

私学行政課 

（健康教育・

食育課、他） 

平成 27 年度事前分析

表からの変更点 
各指標の更新等 

行政事業レビューと

の連携状況 
活動指標①など、行政事業レビューと連携させて記載している。 

 

達成目標２ 児童生徒が食に関する正しい知識や望ましい食習慣を身に付ける。 

達成目標１の 

設定根拠 

近年子供たちに食生活の乱れや肥満・痩身傾向等が見られることから、子供たちが
食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身に付けることができるよう、第 2 期教
育振興基本計画や第３次食育推進基本計画に基づき食育を推進する必要があるた
め。 

成果指標 
（アウトカム） 

基準値 実績値 目標値 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 32 年度 

①朝食を欠食する子
供の割合（小学校） 

（朝食を「全く食べて
いない」又は「余り
食べていない」小学
６年生／小学６年
生） 

1.5％ － 3.9% 3.7％ 3.9％ 4.4% 0％ 
年度ごとの
目標値 

－ 0％ 0％ 0％ 0％  

目標値の 
設定根拠 

近年、偏った栄養摂取など子供たちの食生活の乱れや肥満・痩身傾向などが見られ、

子供たちが食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身に付けることができるよ

う、食育を推進することが喫緊の課題となっているおり、またその割合については、

平成 17 年度に成立した「食育基本法」に基づいた第 3 次食育推進基本計画におけ

る目標数値としても定められている（予定）。 

活動指標 

（アウトプット） 

基準値 実績値 目標値 

18 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

②栄養教諭配置数の

増加数（人／年） 

※国公私立小・中・中

等教育・特別支援学

校の栄養教諭 

627 人 471 人 481 人 375 人 390 人 406 人 400 ～ 600

人 

年度ごとの

目標値 

400～600

人 

400～600

人 

400～600

人 

400～600

人 

400～600

人 
 

目標値の設

定根拠 

学校における食育の推進に関しては、中核的役割を担う栄養教諭配置数の増加によ

り食育指導体制の充実を図っており、各自治体の食育の取組の中から好事例の創出

を促し、食育の推進に取り組んでいる。 

※栄養教諭制度創設時（平成 17 年度）から 10 年で学校栄養職員（一万数百人）の

半数程度を栄養教諭に置き換えることを目標として年度ごとの目標値を設定。 

参考：栄養教諭配置数 

H23=3,867 人、H24=4,348 人、H25=4,723 人、H26=5,113 人、H27=5,519 人 

活動指標 

（アウトプット） 

基準値 実績値 目標値 

18 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 32 年度 

①学校給食における

地場産物の使用割

合（食材数ベース）

21.2% 25.7% 25.1％ 25.8% 26.9% 26.9% 30％ 

年度ごとの

目標値 
－ － － － －  



 
 

施策目標２－４－６ 

（学校が設置され

ている都道府県内

で生産された食材

数／調査期間中の

学校給食に使用さ

れた総食材数） 

※公立小中学校から

の抽出調査 

目標値の設

定根拠 
 

活動指標 

（アウトプット） 
 

②食育の推進に当た

り学校と家庭、地域

との連携が促進さ

れた好事例 

基準 ― ― 

進捗状況 

25 年度 

山形県寒河江市における事例 

食育推進についての教職員の共通理解を深めるため、講演を開催す

るとともに、市内の各学校が一丸となって朝食摂取に重点を置いた

取組を展開し、さらに、市教育研究所と連携して各教員の食育の実

践意欲の向上につながる取組を行っている。（他 47 件） 

26 年度 

静岡県東伊豆町における事例 

中学生、高校生が、「食と健康」、「食とスポーツ」について理解を

深め、行動変容や体組成の変化について科学的に検証するととも

に、幼稚園や小学校への啓発を行うなど、家庭や地域と一体となっ

た食育を推進している。（他 32 件） 

27 年度 

兵庫県稲美町における事例 

中学生の食事バランスや食習慣を改善するため、家庭と連携を取り

つつ、自己管理能力の育成、生活習慣の改善に取り組むとともに、

教科学習の中に「ちょこっと食育」として短時間でも食育の内容を

盛り込むことで、関心・意欲を高める取組を行っている。（他 29 件） 

目標 毎年度 好事例の創出 

目標の 

設定根拠 

近年、偏った栄養摂取など子供たちの食生活の乱れや肥満・痩身傾向などが見られ、

子供たちが食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身に付けることができるよ

う、食育を推進することが喫緊の課題となっているため。 

施策・指標に関するグラフ・図等 

 

成果指標①の出典：「全国学力・学習状況調査」（文部科学省） 

成果指標②の出典：「学校基本調査」（文部科学省） 

活動指標①の出典：学校給食栄養報告」（文部科学省） 

 

活動指標①学校給食における地場産物の使用割合 
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施策目標２－４－７ 

達成手段 

（事業） 

名 称 

（開始年度） 

平成 28 年度当初予算額 
（平成 27 年度予算額） 

【百万円】 
AP との関係 行政事業レビューシート番号 

食育教材の作成・配布 

（学校給食・食育総合推進事業の一部） 

（27 年度） 

0 

(45) 
－ 0077 

学校における食育指導体制に関する 

調査研究 

（学校給食・食育総合推進事業の一部） 

（27 年度） 

0 

(6) 
－ 0077 

スーパー食育スクール事業 

（学校給食・食育総合推進事業の一部） 

（26 年度） 

48 

(201) 
－ 0077 

学校給食の現代的課題に関する調査研究 

（学校給食・食育総合推進事業の一部） 

（23 年度） 

24 

(32) 
－ 0077 

栄養教諭育成講習事業 

（学校給食・食育総合推進事業の一部） 

（18 年度） 

1 

(1) 
－ 0077 

達成手段 

（諸会議・研修等） 

名 称 

（実施年度） 
概 要 

担当課 

（関係課） 

健康教育行政担当者連絡協

議会 

（毎年度） 

都道府県及び指定都市教育委員会の指導主事等を対象に、健康教育に関す

る諸問題について、連絡や協議する会議。 

健康教育・食

育課 

都道府県・指定都市スポー

ツ・健康教育・青少年主管

課長会議 

（毎年度） 

都道府県及び指定都市教育委員会のスポーツ・健康教育・青少年主管課長

等を対象に、文部科学省の事業や諸問題につき、説明・周知をする会議。 

スポーツ庁政

策課 

（学校健康教

育課、他） 

都道府県私立学校主管部課

長会議 

（毎年度） 

都道府県の私立学校主管部課長等を対象に、文部科学省の事業や諸問題に

つき、説明・周知をする会議。 

私学行政課

（学校健康教

育課、他） 

平成 27 年度事前分析

表からの変更点 
－ 

行政事業レビューと

の連携状況 
－ 

 

達成目標３ 
学校における児童生徒の安全を確保する。また、東日本大震災の教訓を踏まえた防災教育・防

災管理等の充実を図る。 

達成目標の 

設定根拠 

学校保健安全法や第２次教育振興基本計画、学校安全の推進に関する計画等に定められている

取組が適切かつ効果的に行われ、また、学校における防災教育を含めた安全教育を充実させるこ

とにより、各学校において児童生徒が安全に学ぶことが出来る環境を整備し、生涯にわたり健康

で安全な生活を送るための基礎を培うことが重要である。 

成果指標 

（アウトカム） 

基準値 実績値 目標値 

－ 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 29 年度 

①児童生徒等に対す

る安全指導について

学校安全計画の中に

学校安全の３領域（生

活安全、交通安全、災

－ 95.2％ － 99.5％ － 来春公表予定 100％ 



 
 

施策目標２－４－８ 

害安全）の内容のいず

れかを盛り込んでい

る学校の割合 

分母：計画策定校数 

分子：該当する学校数 

年度ごと
の目標値 

－ － 100％ － 100％  

目標値の
設定根拠 

学校保健安全法第 27 条において各学校に学校安全計画の策定を義務付けており、各
学校は学校安全計画に基づき生活安全、交通安全、災害安全に対応した安全対策を講
じる必要がある。 
そして、学校安全計画には、学校の安全管理の内容だけではなく安全指導の内容につ
いても盛り込み、安全に関する諸活動の総合的な基本計画として策定する必要があ
る。 
Ｈ23 年度（47,894/50,329）、Ｈ25 年度（46,237/46,487） 

②危険等発生時対処

要領（危機管理マニュ

アル）を作成し、災害

安全に関する内容を

盛り込んでいる学校

の割合 

分母：計画策定校数 

分子：該当する学校数 

23 年度 
90.3％ 90.3％ － 97.3％ － 来春公表予定 100％ 

年度ごと
の目標値 

－ － 100％ － 100％  

目標値の
設定根拠 

学校保健安全法第 29 条において、突発的、外因的な事件や事故に対応できるよう各
学校に危機等発生時対処要領を作成するよう義務付けており、学校安全を確保するう
えで非常に重要な役割を担っている。また、平成２３年発生の東日本大震災を踏まえ、
防犯を含む生活安全に関する内容だけではなく、災害安全に関する内容を盛り込むこ
とも重要である。 
Ｈ23 年度（45,430/50,329）、Ｈ25 年度（45,507/46,487） 

③避難訓練を含む防

災訓練を実施した学

校の割合 

分母：全国の学校数 

分子：訓練実施校数 

－ － － 99.5％ － 来春公表予定 100％ 

年度ごと
の目標値 

－ － 100％ － 100％  

目標値の
設定根拠 

学校保健安全法第 29 条第 1 項において作成が義務付けられている危険等発生時対処
要領を踏まえ、同条第 2項において職員が適切に対処するための必要な措置を講ずる
こととされており、教職員だけではなく児童生徒等が危険等発生時に適切に対処する
ことができるよう訓練を実施することは、学校の安全確保にとって非常に重要であ
る。  
Ｈ25 年度（48,712/48,967） 

④地域のボランティ

アによる学校内外の

巡回・警備が実施され

ている小学校の割合 

分母：全国の学校数 

分子：該当する学校数 

16 年度 
64.2％ 

93.9％ － 93.3％ － 来春公表予定 95％ 

年度ごと
の目標値 

93.0% － 95.0％ － 95％  

目標値の
設定根拠 

学校保健安全法第 30 条において、学校内外における児童生徒等の安全確保のために
は、学校のみでは対応可能な範囲に限りがあるため、保護者や地域の関係機関、関係
団体、地域住民等の関係者と連携を図ることが求められている。 
Ｈ23 年度（19,780/21,053）、Ｈ25 年度（19,088/20,466） 

活動指標 

（アウトプット） 
 

①関係機関と連携し

て学校安全に取り組

む好事例 

基準 － － 

進捗状況 

25 年度 

＜埼玉県の好事例＞ 

自治体・警察・消防・地方気象台と連携し、小中学校合同防災訓練を

行い、一斉下校体験や引渡し訓練を実施し、学校安全の推進に努めて

いる。 

＜愛知県の好事例＞ 

学校・保護者・地域が防災や安全について普段から継続的に話し合う

機会を持つとともに、HUG 等の図上訓練に行い、より実効性のある活

動に力を入れている。 

26 年度 

＜大阪府の好事例＞ 

地域住民との合同避難訓練や消防署・自主防災組織等との炊き出し訓

練に加え、災害緊急メールを活用した訓練を実施することで防災体制

の充実を図っている。 

＜山口県の好事例＞ 

関係機関等と合同防災訓練を実施したり、児童生徒作成の防災マップ

を地域住民へ配布するなど、地域と連携した学校安全の推進に取り組

んでいる。 

27 年度 

＜北海道の好事例＞ 

安全教育や安全管理体制の構築・強化に向けて、教職員のみの検討だ

けでなく、大学有識者や地方気象台等の外部専門家を活用しながら、

充実を図っている。 

＜秋田県の好事例＞ 

道路管理者や警察などの関係機関、外部専門家と協力し、通学路の点



 
 

施策目標２－４－９ 

検等を実施し、効果的な対策等を検討するなど、交通安全を確保する

ための体制の構築・強化に努めている。 

目標 (毎年度) 好事例の創出 

目標の 

設定根拠 

学校において児童生徒等が安全で安心な環境で学習活動等に励むことができるよう

にすることは、公教育の実施において不可欠なものであり、各学校において、事件、

事故あるいは災害に対して、児童生徒等の安全の確保が的確になされるようにするこ

とは重要である。 

施策・指標に関するグラフ・図等 

活動指標① 関係機関と連携して学校安全に取り組む好事例 

 

      
出典：文部科学省調べ（平成２６年度調査・25 年度実績） 

達成手段 

（事業） 

名 称 

（開始年度） 

平成 28 年度当初予算額 
（平成 27 年度予算額） 

【百万円】 
 AP との関連 行政事業レビューシート番号 

学校安全推進事業 

（15 年度） 

64 

(63) 
－ 0076 

災害共済給付事業 

（15 年度） 

2,213 

(2,213) 
－ 0078 

防災教育推進事業 

（22 年度） 

225 

（212） 
－ 0080 

達成手段 

（諸会議・研修等） 

名 称 

（実施年度） 
概 要 

担当課 

（関係課） 

健康教育行政担当者連絡

協議会 

（毎年度） 

都道府県及び指定都市教育委員会の指導主事等を対象に、健康教育に関す

る諸問題について、連絡や協議する会議。 

健康教育・食

育課 

都道府県・指定都市スポー

ツ・健康教育・青少年主管

課長会議 

（毎年度） 

都道府県及び指定都市教育委員会のスポーツ・健康教育・青少年主管課長

等を対象に、文部科学省の事業や諸問題につき、説明・周知をする会議。 

スポーツ庁 

政策課 

（健康教育・食

育課、他） 

都道府県私立学校主管部

課長会議 

都道府県の私立学校管部課長等を対象に、文部科学省の事業や諸問題につ

き、説明・周知をする会議。 

私学部私学助

成課 

（健康教育・食

育課、他） 

関連する独立行政法人の事業 

名 称 

（開始年度） 

平成 28 年度当初予算額 
（平成 27 年度予算額） 

【百万円】 
事業の概要 



 
 

施策目標２－４－１０ 

独立行政法人日本スポーツ振興センター 

災害共済給付事業 

（15 年度） 

221 

(221) 

義務教育諸学校等の管理下における児童生徒等の

災害（負傷、疾病、障害又は死亡）を対象とし、当

該児童生徒等の保護者に対し、医療費、障害見舞金

又は死亡見舞金を支給する災害共済給付に要する

経費等の一部を補助することにより、保護者及び設

置者の負担を過重にすることなく学校災害に対す

る救済を行い、学校教育の円滑な実施を図る。 
平成 27 年度事前分析

表からの変更点 
－ 

行政事業レビューと

の連携状況 
－ 

  

施策の予算額・執行額 
（※政策評価調書に記載する予算額） 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度要求額 

予算の状況 

【千円】 
上段：単独施策に係る予算 

下段：複数施策に係る予算 

当初予算 

3,139,599 

ほか復興庁一括

計上分 115,197 

3,021,160 

ほか復興庁一括

計上分 37,679 

2,923,945 

ほか復興庁一括

計上分 0 

2,998,010 

ほか復興庁一括

計上分 0 

＜0＞ 

ほか復興庁一括

計上分＜0＞ 

＜0＞ 

ほか復興庁一括

計上分＜0＞ 

＜0＞ 

ほか復興庁一括

計上分＜0＞ 

＜0＞ 

ほか復興庁一括

計上分＜0＞ 

補正予算 

0 

ほか復興庁一括

計上分 0 

0 

ほか復興庁一括

計上分 0 

0 

ほか復興庁一括

計上分 0 
 

＜0＞ 

ほか復興庁一括

計上分＜0＞ 

＜0＞ 

ほか復興庁一括

計上分＜0＞ 

＜0＞ 

ほか復興庁一括

計上分＜0＞ 

繰越し等 

0 

ほか復興庁一括

計上分 0 

0 

ほか復興庁一括

計上分 0 
  

＜0＞ 

ほか復興庁一括

計上分＜0＞ 

＜0＞ 

ほか復興庁一括

計上分＜0＞ 

合 計 

3,139,599 

ほか復興庁一括

計上分 115,197 

3,021,160 

ほか復興庁一括

計上分 37,679 
  

＜0＞ 

ほか復興庁一括

計上分＜0＞ 

＜0＞ 

ほか復興庁一括

計上分＜0＞ 

執行額 

【千円】 

＜2,870,345＞ 

ほか復興庁一括

計上分 65,498 

＜2,777,756＞ 

ほか復興庁一括

計上分 23,515 
  

＜0＞ 

ほか復興庁一括

計上分＜0＞ 

＜0＞ 

ほか復興庁一括

計上分＜0＞ 

施策に関係する内閣の重要政策（施政方針演説等のうち主なもの） 

名 称 年月日 関係部分抜粋 

＜達成目標１＞ 

第四次薬物乱用防止

＜達成目標１＞ 

平成25年 8月
＜達成目標１＞ 

P.4 1 行目～18 行目 



 
 

施策目標２－４－１１ 

５か年戦略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜達成目標２＞ 

第２次食育推進基本計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜達成目標３＞ 

学校安全の推進に関する

計画 

7 日 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

＜達成目標２＞ 

平成23年3月31

日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜達成目標３＞ 

平成24年4月27

日 

目標１ 青少年、家庭及び地域社会に対する啓発強化と規範意識向上によ

る薬物乱用未然防止の推進 

（1）学校における薬物乱用防止教育及び啓発の充実強化 

（4）広報啓発活動の強化 

（5）関係機関による相談体制の充実 

（6）合法ハーブ等と称して販売される薬物等、多様化する乱用薬物に関す

る啓発等の強化 

本文 URL（リンク先：内閣府 HP） 

http://www8.cao.go.jp/souki/drug/pdf/know/4_5strategy.pdf 

 
 

＜達成目標２＞ 

第 2 食育の推進の目標に関する事項 

2．食育の推進に当たっての目標 

(3) 朝食を欠食する国民の割合の減少 

(4) 学校給食における地場産物を使用する割合の増加 

第 3 食育の総合的な促進に関する事項 

2．学校、保育所等における食育の推進 

(1) 現状と今後の方向性 

(2) 取り組むべき施策 

（食に関する指導の充実） 

（学校給食の充実） 

（食育を通じた健康状態の改善等の推進） 

本文 URL（リンク先：内閣府 HP） 

http://www8.cao.go.jp/syokuiku/about/plan/pdf/2kihonkaiteihonbun.p

df 

 

＜達成目標３＞ 

Ⅱ 学校安全を推進するための方策 

１．安全に関する教育の充実方策 

（１）安全教育における主体的に行動する態度や共助・公助の視点 

（２）教育手法の改善 

 （４）避難訓練の在り方 

 （５）児童生徒等の状況に応じた安全教育 

Ⅱ 学校安全を推進するための方策 

 ２．学校の施設及び設備の整備充実 

  （２）学校における非常時の安全に関わる設備の整備充実 

 ３．学校における安全に関する組織的取組の推進 

  （３）学校における安全点検 

  （４）学校安全に関する教職員の研修等の推進 

  （５）危険等発生時対処要領の作成と事件・事故災害が生じた場合の

対応 

 ４．地域社会，家庭との連携を図った学校安全の推進 

  （１）地域社会との連携推進 

本文 URL（リンク先：文部科学省 HP） 

（http://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/anzen/__icsFiles/afieldfile/2

012/05/01/1320286_2.pdf） 

 

主管課（課長名） 初等中等教育局 健康教育・食育課 （課長 和田 勝行） 

関係課（課長名） － 

 

評価実施予定時期 平成３２年度 
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